
 

 

 

 

スポーツ庁委託調査 

 

 

 

2019 年度スポーツ人口拡大に向けた官民連携プロジェクト・ 

ビジネスパーソン向け国民運動 

（スポーツ推進企業の認定等による普及啓発事業） 

 

 

事業報告書 

 

 

 

令和 2 年 3 月 

 

 

株式会社 日本総合研究所 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

2019 年度スポーツ人口拡大に向けた官民連携プロジェクト・ビジネスパーソン向け国民運動 

（スポーツ推進企業の認定等による普及啓発事業） 

事業報告書 

 

目次 

 

 

本事業の目的 ............................................................................................................................................................. 1 

第１章 スポーツエールカンパニー認定に関する業務 ...................................................................................... 2 

１．申請受付業務の実施 ..................................................................................................................................... 2 

２．スポーツエールカンパニー認定委員会の開催.......................................................................................... 9 

３．認定手続き等に関する業務の実施 ............................................................................................................ 11 

第２章 スポーツエールカンパニー認定企業を対象としたアンケート調査の実施 .................................... 31 

１．スポーツの実施による心身への効果に関する調査 ................................................................................ 31 

２．スポーツの実施による経営上の効果に関する調査 ................................................................................ 42 

３．スポーツエールカンパニーのスポーツ実施率に関する調査 ................................................................ 50 

４．スポーツの実施による効果に関する調査のまとめ ................................................................................ 52 

第３章 「Sport in Life」のロゴマーク等の付与に関する業務 .................................................................... 53 

１．法人等による宣言の受付窓口設置、問合せ対応等 ................................................................................ 53 

２．コンソーシアムの構築と運営 ................................................................................................................... 54 

第４章 制度の認知拡大のための広報・普及啓発やスポーツ実施の機運醸成及び法人等が行うスポーツ

実施に向けた活動の支援に関する業務 ............................................................................................................... 58 

１．認知拡大のための広報・普及啓発 ........................................................................................................... 58 

２．好事例の全国的な展開 ............................................................................................................................... 64 

第５章 本調査の成果と課題 ............................................................................................................................... 69 

１．スポーツエールカンパニー認定制度について........................................................................................ 69 

２．Sport in Life プロジェクトについて .......................................................................................................... 70 

 

（参考資料１－１）スポーツの実施による心身への効果に関する調査 アンケート調査票 

（参考資料１－２）スポーツの実施による経営上の効果に関する調査 アンケート調査票 

（参考資料１－３）平成 30 年度スポーツエールカンパニー認定企業のスポーツ実施率に関する調査項目 

（参考資料２－１）スポーツエールカンパニーシンポジウム告知資料（チラシ） 

（参考資料２－２）スポーツエールカンパニーシンポジウム日本総研報告資料 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

1 

本事業の目的 

我が国の国民医療費が約 42 兆円に達し、その削減が喫緊の課題である中、スポーツの実施は日々の健

康増進や病気予防の効果もあり、国民医療費の抑制に貢献できる可能性を秘めている。 

このため、国民のスポーツ実施率の向上を図る必要があるが、現状においては、様々な制約要因によ

りスポーツを実施できていない人が多い。例えば成人の週 1 回以上のスポーツ実施率が 55.1％に留まっ

ており、特に、20 代から 50 代のスポーツ実施率が平均より低くなっている。 

こうした状況を踏まえ、“働き盛り世代”が一日の大半を過ごす職場において、従業員のスポーツ実施

を促進するため、「スポーツ推進企業（スポーツエールカンパニー）」を認定した。 

また 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の実施を目前に控え、スポーツ実施の一層の

機運醸成を目的として、地方公共団体や法人などに対する「Sport in Life」のロゴマーク等の普及啓発を

行うとともに、スポーツの実施を促すための優れた取組を収集し、好事例の全国的な展開等を図った。 
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第１章 スポーツエールカンパニー認定に関する業務 

１．申請受付業務の実施 

「スポーツエールカンパニー認定制度実施要項」に基づき、令和元年 7 月 22 日（月）から令和元年

10 月 21 日（月）まで、スポーツエールカンパニーの申請受付窓口を設置し、申請書類の受付、提出書

類の調査及び問合せ対応等を実施した。 

なお、申請受付窓口の運営に当っては、「東京都スポーツ推進企業認定制度」を実施する東京都と連

携して業務を実施した。 

 

 

（１）申請受付窓口業務の実績 

上記のとおり、申請受付窓口を設置し、スポーツエールカンパニーへの申請受付を実施した。また、

申請受付窓口においては、申請方法や申請要件などに関する問合せ対応を実施した。問合せ内容はエ

クセルで一覧化し、スポーツ庁との間で随時情報共有をはかった。 

 

図表 1 問合せ内容リスト（イメージ） 
# 問合せ者（ご所属） 問合せ内容 問合せ日 回答内容 回答日 備考

1 A社

当社ではスポーツ活動を推進する以下取組みを実
施していますが、そのいずれも、社員の65%以上の
参加、または、週に1回以上の実施に至っていない
場合、申請要件・認定基準に該当しますでしょうか。

2019/08/14
（水）14：10

社員の65%以上の参加、または、週に1回以上の実施が認定の要件という
ことではありませんので、それに至っていない場合でも、申請要件・認定
基準には該当いたします。
申請書の記載は、特に高い実施率や実施頻度につながっているお取組み
について、特記的に情報提供いただきたいという趣旨でございます。

2019/08/15
（木）15：12

2 B社

スポーツエールカンパニーへの申請についてご教授
下さい。
申請書を提出し、認定が頂けるまでの期間をご教授
下さい。

2019/09/04
(水) 17:06

スポーツエールカンパニー認定制度では、10月21日の応募締め切り後、
認定委員会での検討やスポーツ庁健康スポーツ課による審査を経て
令和元年度の認定企業が決定することとなっております。
※ご参考までに、昨年度は10月31日に企業様からの応募を締め切り、12
月20日に認定企業の一覧が公表されております。

2019/09/05
(木) 11:21

 

 

 

（２）申請受付窓口のためのツールの作成 

次年度以降の申請受付業務の効率化に向けて、申請書記入例や Q&A 集の作成などツールの整理を行

った（詳細は後述のとおり）。 

 

１）申請書記入例の作成 

昨年度事業において、申請受付窓口を運営する中で、申請書への記載方法に関する問合せが発生した

ことなどもあり、申請書の記入例を作成した。 

本事業において作成、活用した申請書の記入例は下図表のとおり。昨年度は申請書への記入内容につ

いては、申請者によって様々だったが、本年度は下記記入例を活用したことによる、本来記載してほし

い内容を明確に伝えることが可能となり、効率的な事務局運営につながったと思料する。 

 

イメージ 
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図表 2 申請書記入例 
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２）スポーツエールカンパニー認定制度 Q&A 集の作成 

昨年度事業において、申請受付窓口には多数の問合せが寄せられたが、申請書への記入方法や申請要

件など同種の質問も多かったため、よくある質問をまとめた Q&A 集を作成した。 

本事業において作成、活用した Q&A 集は下図表のとおり。 

 

図表 3 スポーツエールカンパニー認定制度 Q&A 集 
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２．スポーツエールカンパニー認定委員会の開催 

（１）スポーツエールカンパニー認定委員会の設置 

「スポーツエールカンパニー認定制度実施要項」に基づき、スポーツエールカンパニー認定委員会を

設置した。 

認定委員は、昨年度からの事業の継続性を勘案し、下記の方々に依頼することとした。認定委員には、

認定委員会とは別に、申請受付の開始に先立ってヒアリングを実施し、事業運営についての助言等をい

ただきながら事業を推進した。 

 

図表 4 スポーツエールカンパニー認定委員 

（五十音順・敬称略） 

岡田 邦夫  NPO 法人健康経営研究会 理事長 

樋口 毅  健康経営会議実行委員会 事務局 

松尾 哲矢  立教大学コミュニティ福祉学部 教授 

水野 基樹  順天堂大学スポーツ健康科学部 准教授  

安達 栄  スポーツ庁健康スポーツ課長 
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（２）スポーツエールカンパニー認定委員会の運営 

下記の内容でスポーツエールカンパニー認定委員会を開催した。 

認定委員会においては、531 社が令和元年度スポーツエールカンパニーとして認定されることとなった。

なお、令和 2 年 1 月 17 日に 2 社を追加認定し、令和元年度「スポーツエールカンパニー」としては合計

533 社を認定した。認定企業のうち、東京都の企業・団体が 343 社、東京都以外の道府県の企業・団体が

190 社となった。 

 

図表 5 スポーツエールカンパニー認定委員会の開催概要 

項目 概要 

開催日時 令和元年 11 月 28 日（木） 10:00～12:00 

開催場所 スポーツ庁 16F3 会議室 

議題 １．開会 

２．スポーツ庁挨拶 

３．認定対象申請企業について説明 

４．令和元年度認定企業におけるグッドプラクティスの選定 

５．スポーツエールカンパニー認定による効果について 

６．シンポジウムについて 

７．その他 

８．閉会 

出席者 【構成員】岡田委員、樋口委員、松尾委員、水野委員、安達委員 

【スポーツ庁】吉野課長補佐、森田 

【事務局】春山、黒澤、大庭（JRI） 

議事概要 事務局から今年度認定対象申請企業についての説明があり、上記のとおり 531 社を令和元

年度スポーツエールカンパニーとして認定した（令和 2 年 1 月 17 日に 2 社を追加認定）。 

また、申請企業の中から特に特徴的な取組を実施している企業を 4 社選定し、スポーツエ

ールカンパニープレスリリースでの紹介を行うこととした。 

さらに、スポーツエールカンパニー認定企業を対象としたアンケート調査結果、及びシン

ポジウムの企画案について報告を行い、意見を聴取した。 
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３．認定手続き等に関する業務の実施 

スポーツエールカンパニー認定委員会での検討結果を受けて、認定を受けた 533 社に対して、認定の

通知、認定証の発行、プレス文案の取りまとめなどの業務を実施した。 

スポーツエールカンパニー認定証は以下のものを発行した。 

 

図表 6 令和元年度スポーツエールカンパニー認定証 
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令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業の一覧は下記のとおり。 

 

図表 7 令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業一覧 
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第２章 スポーツエールカンパニー認定企業を対象としたアンケート調査の実施 

スポーツ実施による効果として、平成 30 年度スポーツエールカンパニー認定企業を対象として、スポ

ーツの実施による従業員の心身への効果及び経営上の効果を調査した。 

また、令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業の従業員を対象とし、スポーツ実施率の調査を

実施した。 

 

 

１．スポーツの実施による心身への効果に関する調査 

（１）調査の概要 

平成 30 年度スポーツエールカンパニー認定企業を対象として、従業員のスポーツ実施状況等の調査を

行い、企業の取組が個人の行動や心身へどのように影響しているか（運動習慣の定着、健康増進、スト

レス解消等）を検証した（調査内容は昨年度事業において平成 29 年度スポーツエールカンパニー認定企

業を対象として実施したものとほぼ同様）。 

従業員個々人の行動や心身への影響を把握するため、ウェブ上で各社の従業員に直接回答していただ

く方法で実施した。各社の担当宛にアンケートの URL を配信し、各社 10 名ずつ程度の従業員に回答を

依頼した。対象サンプル 3,470 名（347 社×各企業担当が割り振った 10 名）のうち、1,095 名（193 社）

から回答が得られた（回収率 32%）。 

調査の概要は下図表のとおり。 

 

図表 8 調査の概要 

調査の内容 ・回答者の基本属性 

・スポーツ実施状況 

・行動・心身への影響（スポーツの捉え方、運動習慣、健康増進、ストレス解消、組織

内コミュニケーションなど） 

調査の設計 調査対象  平成 30 年度スポーツエールカンパニー認定企業の従業員 

      （認定企業 347 社に対し、各社 10 名ずつ程度の従業員に回答をしていた

だくように依頼。） 

調査方法  WEB アンケート調査 

調査期間  令和元年 10 月 23 日（水）～11 月 5 日（火） 

回収結果 回収数   1,095 名（193 社） 

回収率   32%（3,470 名（1 社 10 名）を母数とした場合。） 

（注）調査項目については、「（参考資料１－１）スポーツの実施による心身への効果に関する調査 アンケー

ト調査票」を参照。 
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（２）調査の結果 

１）回答者の属性 

年齢別内訳は 20 代、30 代、40 代が 20～30%、50 代以上が 20%前後で、就労世代である 20 代、30 代、

40 代、50 代の各年齢層からほぼ均等に回答が得られている。また、性別内訳は、男性約 6 割、女性約 4

割となっている。 

 

図表 9 年齢・性別（n=1,095、単一回答） 

（年齢）                   （性別） 

626

57.2%

467

42.6%

2

0.2%

男性

女性

答えたくない

3

0.3%

259

23.7%

305

27.9%

288

26.3%

189

17.3%

48

4.4%

3

0.3%

20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

 

 

回答者の家族構成については、配偶者や子供との同居が多く、次いで一人暮らし、両親との同居の順

に多かった。 

 

図表 10 同居している家族構成割合（n=1,095、複数回答） 

55.3 %

37.8 %

23.6 %

22.1 %

6.2 %

2.2 %

2.0 %

0.8 %

0.0 %

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

配偶者

子ども

一人暮らし

父親・母親

兄弟姉妹

祖父母

その他

答えたくない

孫・ひ孫
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回答者のうち、1 日 8～10 時間の労働時間という者が約 70%と最多となっている。 

平均残業時間は 20 時間未満が 70%近くに達しており、40 時間未満では約 95%となっている。 

 

図表 11 労働時間（n=1,095、単一回答） 

（1 日の平均労働時間）            （1 か月の平均残業時間） 

4

0.4%

269

24.6%

763

69.7%

59

5.4%
4時間未満

4～8時間

8～10時間

10時間以上

 

355

32.4%

400

36.5%

281

25.7%

45

4.1%

9

0.8%

5

0.5% 5時間未満

5～20時間未満

20～40時間未

満
40～60時間未

満
60～80時間未

満
80時間以上

 

 

回答者の仕事内容については、デスクワーク中心が約 70%と最も多く、体を動かす業務と半々が約 22%、

体を動かす業務中心が約 8%だった。 

 

図表 12 仕事の内容（n=1,095、単一回答） 

767

70.0%

239

21.8%

85

7.8%

4

0.4%

デスクワークや座って行う業務（窓口対応、運

転など）が中心

デスクワークや座って行う業務（窓口対応、運

転など）とそれ以外（外回り、立って行う接客・

サービス、肉体労働など）が半々程度

デスクワークや座って行う業務以外（外回り、

立って行う接客・サービス、肉体労働など）が中

心

その他
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２）行動・心身への影響 

回答者のうち勤務先がスポーツエールカンパニーに認定されていることを知っていた者は約 75％であ

り、勤務先における運動・スポーツに関する取組内容を知っていた者は約 87%だった。 

 

図表 13 勤務先の取組への認知度（n=1,095、単一回答） 

（スポーツエールカンパニー認定について）     （勤務先の取組について） 

953

87.0%

142

13.0%
知っていた

知らなかった
816

74.5%
28

2.6%

251

22.9%

知っていた

スポーツエールカンパニー制
度については知っていたが、
勤務先が認定されていたこ
とは知らなかった

知らなかった

 

 

回答者のうち約 83％が勤務先の運動・スポーツに関する取組に参加していた。 

勤務先の運動・スポーツに関する取組に参加したことがある者（909 名）のうち、運動･スポーツの実

施状況が「変わった」、「どちらかといえば変わった」と回答した者は約 66%になった。 

 

図表 14 勤務先の取組への参加状況と、運動習慣の変化（n=1,095、単一回答） 

（取組参加状況）         （取組参加による運動習慣の変化） 

909

83.0%

186

17.0% ある

ない

277

30.4%

325

35.7%

196

21.5%

51

5.6%

62

6.8%

変わった

どちらかといえば変

わった

どちらともいえない

どちらかといえば変わ

らなかった

変わらなかった
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男女別にみると、勤務先の取組参加者のうち、運動習慣が「変わった」「どちらかといえば変わった」

と回答した者は、男性では約 68％、女性では約 63％になった。 

 

図表 15 取組による運動習慣の変化（男女別） 

（取組による運動習慣の変化（男性））      （取組による運動習慣の変化（女性）） 

171

32%

192

36%

103

20%

25

5%

37

7%
変わった

どちらかといえば

変わった

どちらともいえな

い

どちらかといえば

変わらなかった

変わらなかった

 

106

28%

133

35%

93

24%

26

7%

24

6%
変わった

どちらかといえば

変わった

どちらともいえな

い

どちらかといえば

変わらなかった

変わらなかった

 

 

勤務先の運動・スポーツに関する取組に参加したことがある者（909 名）については、週に 1 日以上運

動を行っている割合が約 43％から約 61％へと顕著な上昇が見られる。 

 

図表 16 取組参加前後の運動・スポーツ実施状況（取組参加者）（n=909、単一回答） 

取組前 取組後
人 割合 人 割合

49 5% 85 9%

63 7% 98 11%

110 12% 166 18%

172 19% 210 23%

210 23% 180 20%

129 14% 86 9%

122 13% 52 6%

55 6% 33 4%

5 %

7 %

12 %

19 %

23 %

14 %

13 %

6 %

9 %

11 %

18 %

23 %

20 %

9 %

6 %

4 %

0 % 5 % 10 % 15 % 20 % 25 %

週に5日以上（年251日以上）行っている

週に3日以上（年151日～250日）行っている

週に2日以上（年101日～150日）行っている

週に1日以上（年51日～100日）行っている

月に1～3日（年12日～50日）行っている

3か月に1～2日（年4日～11日）行っている

年に1～3日行っている

わからない

取組参加前 取組参加後
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男女別にみると、男女とも取組参加前に較べてスポーツ実施頻度が上昇しているが、特に女性は 3 ヶ

月に 1～2 日以下の低実施頻度層が大幅に減少している。 

 

図表 17 男女別・取組参加後の運動・スポーツの実施頻度 

（取組参加者（男性））            （取組参加者（女性）） 

28

44

78

103

127

63

60

25

52

70

95

132

93

50

22

14

0 50 100 150

週に5日以上（年251日以上）

週に3日以上（年151日～250日）

週に2日以上（年101日～150日）

週に1日以上（年51日～100日）

月に1～3日（年12日～50日）

3か月に1～2日（年4日～11日）

年に1～3日

わからない

取組前 取組後

21

19

32

69

83

66

62

29

33

28

71

78

87

36

30

18

0 50 100

週に5日以上（年251日以上）

週に3日以上（年151日～250日）

週に2日以上（年101日～150日）

週に1日以上（年51日～100日）

月に1～3日（年12日～50日）

3か月に1～2日（年4日～11日）

年に1～3日

わからない

取組前 取組後
 

 

上記の図表を詳細に分析すると、取組参加者の半数近くが取組参加前後でスポーツ実施頻度が上昇し

ており、総じて女性のほうが、改善率が高くなっている。 

 

図表 18 男女別・取組参加後の運動・スポーツの実施頻度 詳細 

（取組参加者（男性））            （取組参加者（女性）） 

取組参加「前」の運動やスポーツの実施状況

週に5

日以上
週に3

日以上
週に2

日以上
週に1

日以上
月に1

～3日

3か月
に1～2
日

年に1

～3日
わから
ない

計

取
組
参
加
「後
」
の
運
動
や
ス
ポ
ー
ツ
の
実
施
状
況

週に5日

以上
24 7 7 5 3 2 2 2 52

週に3日

以上
1 37 14 9 6 1 2 70

週に2日
以上

51 25 11 2 4 2 95

週に1日
以上

2 62 45 13 8 2 132

月に1～
3日

3 1 2 56 18 9 4 93

3か月に
1～2日

2 3 27 17 1 50

年に1～

3日
3 17 2 22

わからな
い

1 1 12 14

計 28 44 78 103 127 63 60 25 528

改善率 15.9% 27.3% 37.9% 51.2% 57.1% 71.2% 41.9%
 

取組参加「前」の運動やスポーツの実施状況

週に5

日以上
週に3

日以上
週に2

日以上
週に1

日以上
月に1

～3日

3か月
に1～2
日

年に1

～3日
わから
ない

計

取
組
参
加
「後
」の
運
動
や
ス
ポ
ー
ツ
の
実
施
状
況

週に5日
以上

19 3 1 3 4 1 2 33

週に3日
以上

11 4 6 3 1 1 2 28

週に2日
以上

3 22 20 16 3 5 2 71

週に1日
以上

1 1 1 36 23 9 6 1 78

月に1～
3日

3 1 35 28 17 3 87

3か月に
1～2日

1 1 22 9 3 36

年に1～
3日

1 1 1 22 5 30

わからな
い

1 1 1 1 1 13 18

計 21 19 32 69 83 66 62 29 381

改善率 16.7% 15.6% 42.6% 56.1% 64.6% 64.5% 47.6%
 

※ 上図表中の数字は人数。取組参加前に比べて参加後に運動・スポーツの実施頻度が上昇している者の数を

青字で示している。改善率は取組参加前に比べて参加後に運動・スポーツの実施頻度が上昇している者の割合

（「わからない」と回答した者は除く）を示している。 
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また、勤務先の運動・スポーツに関する取組に参加したことがある者（909 名）のうち約 45%が、運動

習慣が改善した（「週 1 回以上定期的に運動・スポーツするようになった」、もしくは「機会があれば以

前より積極的に運動・スポーツするようになった」）と回答している。 

 

図表 19 取組参加後の運動習慣の変化（取組参加者）（n=909、単一回答） 

387

42.5%

187

20.5%

227

24.9%

88

9.7%

21

2.3%

勤務先の取組への参加の有無に関わらず、継続的に

運動・スポーツする習慣を有している

以前は継続的に運動・スポーツする習慣はなかったが、

週1回以上定期的に運動・スポーツするようになった

以前は継続的に運動・スポーツする習慣はなく、今も

定期的には実施していないが、機会があれば以前より

積極的に運動・スポーツするようになった

勤務先の取組への参加の有無に関わらず、運動・ス

ポーツする習慣はない

わからない

 

 

男女別にみると、運動習慣が改善したと回答した者の割合は女性が約 53％となっており、男性の約 40%

と比べても顕著な変化が見て取れる。 

 

図表 20 男女別・勤務先における運動・スポーツに関する取組参加後の運動習慣の変化（取組参加者） 

（取組参加後の運動習慣の変化（男性））    （取組参加後の運動習慣の変化（女性）） 

130

34%

71

19%

130

34%

42

11%

8

2%

勤務先の取組への参加の有無に関わらず、継続

的に運動・スポーツする習慣を有している

以前は継続的に運動・スポーツする習慣はなかっ

たが、週1回以上定期的に運動・スポーツするよう

になった

以前は継続的に運動・スポーツする習慣はなく、

今も定期的には実施していないが、機会があれば

以前より積極的に運動・スポーツするようになった

勤務先の取組への参加の有無に関わらず、運

動・スポーツする習慣はない

わからない

257

49%
116

22%

97

18%

46

9%

12

2%

勤務先の取組への参加の有無に関わらず、継続

的に運動・スポーツする習慣を有している

以前は継続的に運動・スポーツする習慣はなかっ

たが、週1回以上定期的に運動・スポーツするよう

になった

以前は継続的に運動・スポーツする習慣はなく、

今も定期的には実施していないが、機会があれば

以前より積極的に運動・スポーツするようになった

勤務先の取組への参加の有無に関わらず、運

動・スポーツする習慣はない

わからない

40％ 53％
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勤務先の運動・スポーツに関する取組に参加したことをきっかけに運動習慣が改善した者（404 名）が、

以前より積極的に運動・スポーツをするようになった理由としては、健康に効果的が約 75％、運動不足

解消が約 71％、体力維持約 59 ％、気晴らし約 56％、ダイエット約 54％となっており、最も大きな理由

としても挙げられている。 

 

図表 21 勤務先における取組をきっかけに以前より積極的に運動・スポーツをするようになった理由

（n=414、複数回答） 

     （積極的に運動・スポーツをするようになった理由）     （そのうち最大の理由） 

74.5 %

71.3 %

59.3 %

56.1 %

53.5 %

40.2 %

31.3 %

18.3 %

13.3 %

9.4 %

1.9 %

0.2 %

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

健康に効果的だと認識するようになったため

運動不足の解消に効果的だと認識するようになったため

体力増進・維持に効果的だと認識するようになったため

楽しみ、気晴らしに効果的だと認識するようになったため

肥満解消・ダイエットに効果的だと認識するようになったため

筋力増進・維持に効果的だと認識するようになったため

友人・仲間の交流に効果的だと認識するようになったため

美容に効果的だと認識するようになったため

精神の修養や訓練に効果的だと認識するようになったため

家族のふれあいに効果的だと認識するようになったため

その他

わからない

27.7 %

17.1 %

13.5 %

13.3 %

12.3 %

6.0 %

5.1 %

1.4 %

1.2 %

1.2 %

1.0 %

0.2 %

0.0 20.0 40.0
 

 

また、勤務先の運動・スポーツに関する取組に参加したことがある者（909 名）の多くが、「スポーツ」

という言葉へのイメージが変化している。レクリエーションや軽運動、日常の身体活動量増加なども含

めて「スポーツ」であると捉えている者の割合が顕著に増加している。 

 

図表 22 勤務先における運動・スポーツに関する取組への参加前後での 

「スポーツ」という言葉へのイメージの変化（取組参加者）（n=909、複数回答） 

80.0 %

52.9 %

18.8 %

32.1 %

28.9 %

10.7 %

4.2 %

12.7 %

67.3 %

64.7 %

20.7 %

55.6 %

57.8 %

41.3 %

23.4 %

14.8 %

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

一定のルールに従い、勝敗や記録の優劣などを競い合う運動（野球、サッ

カー、水泳など）

必ずしも勝敗や記録の優劣などを競い合わない運動（ダンス、体操、ジョ

ギングなど）

学校での体育

体を動かすレジャーやレクリエーション（ハイキングなど）

特別な準備、設備なしでも実施可能な軽運動（ウォーキング、ストレッチ

など）

日常生活での身体活動量を増やすこと（エレベーターの代わりに階段を利

用するなど）

家の中で体を動かしてみること（家事・育児に勤しむこと、子供を乗せて腕

立てすることなど）

テレビやインターネットで試合を観戦すること

取組参加前 取組参加後

取組前 取組後
人 割合 人 割合

728 80.0% 612 67.3% 

481 52.9 % 589 64.7% 

171 18.8 % 188 20.7 %

292 32.1 % 506 55.6 %

263 28.9 % 526 57.8 %

97 10.7 % 376 41.3 %

38 4.2 % 213 23.4 %

116 12.7 % 135 14.8 %
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男女別に見ると、特に女性は、取組参加前後で、軽運動や日常生活での身体活動量増加など気軽に取

り組めるものも「スポーツ」と捉える者の増加割合が高い。 

 

図表 23 男女別・勤務先における運動・スポーツに関する取組への参加前後での 

「スポーツ」という言葉へのイメージの変化（取組参加者） 

69.8 %

41.9 %

13.3 %

26.4 %

22.7 %

8.8 %

2.1 %

10.4 %

58.6%

51.8%

14.5%

44.6%

44.7%

30.4%

15.5%

12.0%

0 20 40 60 80

一定のルールに従い、勝敗や記録の優劣などを競い合う運動（野球、

サッカー、水泳など）

必ずしも勝敗や記録の優劣などを競い合わない運動（ダンス、体操、

ジョギングなど）

学校での体育

体を動かすレジャーやレクリエーション（ハイキングなど）

特別な準備、設備なしでも実施可能な軽運動（ウォーキング、ストレッチ

など）

日常生活での身体活動量を増やすこと（エレベーターの代わりに階段を

利用するなど）

家の中で体を動かしてみること（家事・育児に勤しむこと、子供を乗せて

腕立てすることなど）

テレビやインターネットで試合を観戦すること

取組参加前 取組参加後

62.1 %

46.9 %

18.8 %

27.2 %

25.9 %

9.0 %

5.4 %

10.9 %

52.5%

56.7%

20.8%

48.4%

52.7%

39.8%

24.8%

12.8%

0 20 40 60 80

取組参加前 取組参加後
 

 

勤務先における運動やスポーツに関する取組によって、元々苦手意識があったが、「取り組みたい」、「取

り組んでもよい」という気になった者が 3 割程度を占めた。 

また、健康状態については、具体的な効果までは至っていない者も含めると約 4 割が改善したと回答

している。 

 

図表 24 勤務先における運動やスポーツに関する取組の効果（n 1,095、単一回答） 

（取組意識の変化）              （健康状態の変化） 

628

57.4%
156

14.2%

158

14.4%

83

7.6%

70

6.4%

元々スポーツ好きなので特に変
化はない

元々苦手意識があったが、会社
でもできる気軽なものもスポーツ
であることがわかり、取り組みたい
という気になった

元々苦手意識があったが、会社
でもできる気軽なものもスポーツ
であることがわかり、機会があれ
ば取り組んでもよいという気に
なった

元々苦手で今も苦手

143

13.1%

306

27.9%513

46.8%

127

11.6%

6

0.5%

体重の減少、健康診断結果の
改善など数値での具体的な効
果が現れた

数値での具体的な効果までは
現れていないが、以前より体調
が優れている（快眠、快食、体
力UPなど）

変わらない

わからない

その他

健康状態の改善にまでは至っ
ていないが、意識が変わった。
関係性は特にない。
勤務先の取り組みが直接的に
改善に寄与したかというとそ
うではないが、その後運動す
るようになり、結果として体
調が向上している。
職場でストレッチすると肩こ
りが和らぐ。
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特にスポーツへの取組意識については、女性の方がスポーツに対する苦手意識を改善できたと回答し

た者の割合が高い。 

 

図表 25 勤務先における運動やスポーツに関する取組の効果（男女別・取組意識の変化） 

（男性）        （女性） 

214

46%

83

18%

91

19%

44

9%

35

8%

元々スポーツ好きなので特に変化はない

元々苦手意識があったが、会社でもできる気軽なものもスポーツであること
がわかり、取り組みたいという気になった

元々苦手意識があったが、会社でもできる気軽なものもスポーツであること
がわかり、機会があれば取り組んでもよいという気になった

元々苦手で今も苦手

わからない

412

66%

73

12%

67

11%

39

6%

35

5%

23％ 37％

 

 

「勤務中のストレス」、「勤務中の集中力や作業効率」については、「改善（向上）した」、「どちらかと

いえば改善（向上）した」と回答した者の割合が 40～50%程度を占めている。 

組織内のコミュニケーション活性化については、「実感した」、「どちらかといえば実感した」と回答し

た者の割合が約 63％を占めており、ストレスや集中力・作業効率の改善よりも効果が実感されている。 

 

図表 26 勤務先における運動やスポーツに関する取組の効果（n 1,095、単一回答） 

（勤務中のストレス）    （勤務中の集中力や作業効率） （組織内のコミュニケーション） 

109

10.0%

383

35.0%497

45.4%

43

3.9%

63

5.8% 改善した

どちらかといえば
改善した

どちらともいえな
い

あまり改善しな
かった

改善しなかった

100

9.1%

351

32.1%550

50.2%

35

3.2%

59

5.4% 向上した

どちらかといえ
ば向上した

どちらともいえ
ない

あまり向上し
なかった

向上しなかっ
た

253

23.1%

438

40.0%

320

29.2%

35

3.2%

49

4.5% 実感した

どちらかとい
えば実感し
た

どちらともい
えない

あまり実感
しなかった

実感しな
かった
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また、世代別に見ると、勤務中のストレス改善や勤務中の集中力や作業効率向上効果は、比較的高い

年齢層の方が実感している一方で、コミュニケーション活性化は 20～40 代の方が高く実感しており、世

代によっても運動・スポーツに取り組むことで得られる効果には違いがあることが推察される。 

 

図表 27 世代別の従業員がスポーツに関する取組によって実感する効果 

 

※「勤務中のストレス改善」は、「改善した」もしくは「どちらかといえば改善した」と回答した者の割合を

示している。 

※「勤務中の集中力や作業効率向上」は「向上した」もしくは「どちらかといえば向上した」と回答した者の

割合を示している。 

※「組織内（チーム内）のコミュニケーション活性化」は、「実感した」もしくは「どちらかといえば実感し

た」と回答した者の割合を示している。 
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２．スポーツの実施による経営上の効果に関する調査 

（１）調査の概要 

平成 30 年度のスポーツエールカンパニー認定企業の担当者を対象として、従業員のスポーツ参加によ

る経営上の効果等を検証した（調査内容は昨年度事業において平成 29 年度スポーツエールカンパニー認

定企業を対象として実施したものとほぼ同様）。 

「スポーツの実施による心身への効果に関する調査」と同時に実施し、ウェブ上でスポーツエールカ

ンパニー認定企業の担当者に直接回答していただいた。 

対象サンプル 347 社のうち、193 社から回答が得られた（回収率 56%）。 

調査の概要は下図表のとおり。 

 

図表 28 調査の概要 

調査の内容 ・企業の基本情報 

・従業員のスポーツ実施状況 

・スポーツに取組む直接的な効果（スポーツ企業としてのブランディング、社会貢献・

メセナ、組織文化の醸成、従業員の健康増進など） 

・スポーツに取組む経営上の効果（生産性の向上、イノベーションの創出拡大、健保収

支改善など） 

調査の設計 調査対象  平成 30 年度スポーツエールカンパニー認定企業（347 社） 

調査方法  WEB アンケート調査 

調査期間  令和元年 10 月 23 日（水）～11 月 5 日（火） 

回収結果 回収数   193 社 

回収率   56% 

（注）調査項目については、「（参考資料１－２）スポーツの実施による経営上の効果に関する調査 アンケー

ト調査票」を参照。 
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（２）調査の結果 

１）企業の属性 

回答した企業の従業員規模は 1,000 人以上の大企業が 1/4 程度を占めており、比較的規模の大きな企業

が多い。 

業種はサービス業、製造業が多くを占めていた。なお、「その他」に含まれるものとしては、情報通信

業や建設業、金融業、金融・保険業などが多くを占めていた。 

また、スポーツ健康関連事業とは全く無関係という事業者は半数程度で、何らかの形でスポーツ・健

康関連事業に携わる事業者が半数程度を占めていた。 

 

図表 29 従業員規模（正社員、非正社員のいずれも含む）（n=193、単一回答） 

4.1% 22.8% 11.9% 19.7% 26.4% 15.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業全体

１~9人 10～99人 100~299人 300～999人 1000人～ 不明  

 

図表 30 業種及びスポーツ・健康関連事業の実施状況（n=193） 

（業種、単一回答）        （スポーツ・健康関連事業への該当、複数回答） 

卸売業

14 

7.3%

小売業

8 

4.1%

サービス業

58 

30.1%

製造業

46 

23.8%

その他

67 

34.7%

14.0 %

16.1 %

7.8 %

7.3 %

9.8 %

8.3 %

7.3 %

8.3 %

12.4 %

51.3 %

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

スポーツ施設運営（フィットネスクラブなど）

スポーツ・運動指導、教室運営など

スポーツ用品小売業

スポーツ用品製造業

その他、スポーツ関連事業（競技団体、振
興・助成団体、プロスポーツチームなど）

医療関係事業者（病院、診療所、健診セ
ンターなど）

医薬、医療機器・用具関係事業者

介護関係事業者

その他健康関連事業者（健康食品、配食
サービスなど）

スポーツ・健康関連事業とは無関係
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経済産業省の「健康経営銘柄」認定企業が約 8%、「健康経営優良法人ホワイト 500／健康経営優良法人」

認定企業が約 40%を占めている。また、厚生労働省「スマート・ライフ・プロジェクト」についても、

表彰された企業、登録している企業を合計すると約 20%となり、従業員の健康に関する取り組みに関心

が高い企業が多い。 

 

図表 31 他の健康に関連する制度等への取組状況（n=193） 

（「健康経営銘柄」等への取組状況、複数回答） （「ｽﾏｰﾄ･ﾗｲﾌ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」への取組状況、単一回答） 

8.3%

39.9%

30.6%

28.0%

18.1%

23.3%

健康経営銘柄に認定されている

健康経営優良法人ホワイト500／健康経営優良
法人に認定されている

健康経営度調査に回答している

医療保険者等が実施する健康宣言に参加している

上記の取組について知ってはいたが、健康経営優良
法人への申請や、健康経営度調査への回答、健

康宣言への参加を検討していない

上記の取組について知らない

5.7 %
13.0 %

39.9 %

41.5 %

「健康寿命をのばそう！アワード」で表彰されたことがある

企業・団体メンバーとして登録している

「スマート・ライフ・プロジェクト」について知ってはいたが、登録などを検
討していない

スマート・ライフ・プロジェクト」について知らない
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２）従業員の運動・スポーツに関する取組状況、改善度合 

企業における運動・スポーツへの取組状況としては、スポーツイベントなどへの参加が最も多かった。

なお、「就業中でも可能な範囲でからだを動かす機会づくり」の回答割合が昨年度よりも 10 ポイント程

度上昇している。また、上記のような取組の実施によって、従業員の運動習慣が一定程度改善している

（多数、一部が改善している）と回答した企業は 8 割超となっている。 

 

図表 32 運動・スポーツに関する取組状況、改善度合（n=193） 

（団体としての運動・ｽﾎﾟｰﾂへの取組状況、複数回答） （従業員の運動・ｽﾎﾟｰﾂの実施状況、単一回答） 

44

22.8%

119

61.7%

27

14.0%

0

0.0 %
3

1.6%

多数が改善している 一部が改善している

どちらともいえない 全く改善していない

わからない

73.1%

61.1%

59.1%

58.5%

28.5%

貴団体内スポーツイベントの実施、企業対
抗など貴団体外のスポーツイベントへの参
加（運動会、ウォーキングイベントなど）

貴団体内での就業前後や空き時間を有効
活用したスポーツ実施

スポーツの奨励、インセンティブの付与（ス
ポーツ活動の支援・奨励、報奨金支給な

ど）

貴団体内での就業中でも可能な範囲でか
らだを動かす運動機会づくり

近隣の地域住民や近隣団体と共同でのス
ポーツ実施

 

 

従業員のスポーツ実施率（週に１日以上運動・スポーツを行っている従業員の割合）については、50%

以上と回答した企業が 75 社となり、全体の約 4 割を占めている（昨年度の約 24％から上昇）。 

 

図表 33 従業員のスポーツ実施率（週に１日以上運動・スポーツを行っている従業員の割合） 

（企業担当者が把握している概算値）（n=193） 

4

4

30

24

38

16

26

18

10

9

4

8

2

0 20 40

0%

1～9%

10～19%

20～29%

30～39%

40～49%

50～59%

60～69%

70～79%

80～89%

90～99%

100%

(空白)  
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３）スポーツエールカンパニーへの申請の狙い 

スポーツエールカンパニーへの申請理由としては、従業員の健康増進と回答した企業が 9 割近くを占

めて最多で、次いでブランディング、組織文化の醸成などと回答した企業の割合が高かった。 

また、認定の対外発表状況については、ホームページや SNS などで実施している企業が多くの割合を

占めていた。 

 

図表 34 スポーツエールカンパニーの申請理由、対外発表（n=193、複数回答） 

（スポーツエールカンパニーへの申請理由）  （スポーツエールカンパニー認定の対外発表状況） 

88.6%

65.8%

61.7%

57.5%

46.6%

46.6%

43.5%

25.4%

1.6%

従業員等の健康増進（メンタル面の改
善、身体面の改善）

企業としてのブランディング（認知度向
上、イメージアップ）

組織文化の醸成（部門内外のコミュニ
ケーション活性化など）

コミュニケーション活性化によるイノベーショ
ンや改善などの創発

生産性の向上（欠勤・離職などの減少な
ど）

スポーツエールカンパニー認定制度に関心
を持ったため

社会貢献

医療費削減による健保収支改善

その他

51.3%

35.2%

20.2%

16.6%

13.5%

1.0%

団体ホームページ、SNSなどのトップ
ページに認定の旨を掲載している

プレスリリースを出している

名刺にロゴマークを入れている

特に発表を行っていない

その他

わからない

受付・玄関等に掲示 8団体

ホームページに記載 2団体

社内報等に掲載 3団体

決算資料等に掲載 3団体

社外講演時等に紹介 2団体

採用情報等に記載 2団体

ロゴシール作成 1団体

採用情報等に記載 2団体

社内イベントでロゴ使用 1団体

パンフレットに掲載 1団体

3-2.その他 内訳

 

 

また、回答企業の多くは元々スポーツに関する取組に積極的であり、スポーツエールカンパニー認定

を機に、取組をさらに強化していきたいと考える企業が大半を占めた。 

 

図表 35 スポーツエールカンパニーの認定されたことでの期待効果（n=193、単一回答） 

154

79.8%

19

9.8%

13

6.7%

7

3.6%

前設問で回答したような理由から、もともとスポーツに取り組

んでいたが、スポーツエールカンパニーとなることで更なる強化

をめざしたかった

以前からスポーツに取り組みたいと感じていたが、スポーツエー

ルカンパニー制度ができたことをきっかけに取り組みを開始した

以前はスポーツに取り組むことに関心がなかったが、スポーツ

エールカンパニー制度ができたことがきっかけとなり、スポーツに

関する取り組みを進めてみようと考えるようになった。

その他 コーポレートゲームズに関心があった 1団体

以前よりスポーツに取り組んでいたことを結果
として登録した

1団体

新潟県グッドスポーツカンパニー認定による 1団体

東京2020大会に向けた社内機運の醸成 1団体

特に関連はない・該当なし 3団体
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４）スポーツエールカンパニーに認定されたことによる効果 

スポーツエールカンパニーに認定されたことによる効果について、いずれも「今後、向上することを

期待している」と回答した企業が多数を占めている。その中で、「既に向上した」と回答した企業の割合

が最も高かったのは（オ）従業員の満足度向上であり、2 割近くを占めている。 

 

図表 36 スポーツエールカンパニーに認定されたことによる効果（n=193、単一回答） 

17.1 51.8 29.0 2.1 0.0 

14.5 57.0 25.4 3.1 0.0 

16.1 44.6 36.3 3.1 0.0 

8.8 40.9 40.9 8.3 1.0 

19.7 52.3 24.9 2.6 0.5 

(ア)組織の認知度（企業・団体の知名度など）の向上

(イ)取引先からの評価や信頼の向上

(ウ)株主、組合員、賛助・協賛団体などからの評価や信
頼の向上

(エ)地域住民からの評価や信頼の向上

(オ)従業員の企業への満足度や信頼感の向上

既に向上することができ、
今後もさらに向上するこ
とを期待

今後、向上
することを期待

どちらともいえない その他向上していないし、
今後も向上しないと思う

 

 

企業規模別にみると、比較的規模が大きな企業では（ウ）株主など外部のステークホルダーからの評

価が高まったという回答が多かったのに対して、比較的規模の小さな企業では（オ）従業員の満足度、

信頼感が高まったという回答が多かった。 

 

図表 37 企業規模別のスポーツエールカンパニーに認定されたことによる「既に向上した」効果 

 

※前頁の図表中の設問に対して、「既に向上することができ、今後もさらに向上することを期待している」と

回答した企業の割合を企業規模別に抽出。 
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５）組織として運動・スポーツに取り組むことによる直接的な効果 

企業が組織として運動・スポーツに取り組むことによる直接的な効果としては、（カ）、（キ）部署内及

び部署間での従業員間のコミュニケーション活性化については、いずれも半数程度の企業が既に向上し

ていると回答しており、効果が実感されている。上記の従業員への調査の中でも、「組織内のコミュニケ

ーション」が改善したと回答している者が 6 割超を占めており、顕著な取組効果が見られている。 

また、（サ）従業員の企業への満足度や（オ）信頼感の向上や従業員の健康増進についても既に向上し

ていると回答した企業の割合が 3 割超となっており、効果を実感している企業の割合が高かった。 

 

図表 38 組織として運動・スポーツに取り組むことによる直接的な効果（n=193、単一回答） 

27.5 

22.8 

21.2 

17.1 

31.6 

47.7 

52.8 

47.2 

42.0 

56.5 

22.3 

21.8 

28.5 

34.7 

11.4 

2.6 

2.6 

3.1 

5.7 

0.5 

0.0

0.0

0.0

0.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(ア)組織の認知度（企業・団体の知名度など）の向上

(イ)取引先からの評価や信頼の向上

(ウ)株主、組合員、賛助・協賛団体などからの評価や
信頼の向上

(エ)地域住民からの評価や信頼の向上

(オ)従業員の企業への満足度や信頼感の向上

51.3 

51.8 

19.7 

19.7 

15.5 

37.8 

42.5 

40.4 

54.4 

58.0 

57.0 

52.3 

5.7 

6.7 

23.8 

21.2 

26.4 

8.8 

0.5 

0.5 

2.1 

1.0 

1.0 

1.0 

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

0.0

既に向上することができ、
今後もさらに向上することを期待

今後、向上
することを期待

どちらともいえない その他向上していないし、
今後も向上しないと思う

(カ)部署内の従業員間のコミュニケーション活性化

(キ)部署間の従業員間のコミュニケーション活性化

(ク)従業員が主体的に取組実施を企画運営し、運動・
スポーツの中で活躍するような、リーダーシップ
を発揮するような人材育成への貢献

(ケ)従業員の勤務中のストレスの改善

(コ)従業員の勤務中の集中力や作業効率の向上

(サ)従業員の健康増進

 

 

企業規模別にみると、全般的に比較的規模が大きな企業の方が組織として運動・スポーツに取り組む

ことによる効果が実感されているようだった。 

 

図表 39 企業規模別の組織として運動・スポーツに取り組むことによる「既に向上した」効果 

 

※前頁の図表中の設問に対して、「既に向上することができ、今後もさらに向上することを期待している」と

回答した企業の割合を企業規模別に抽出。 



 

49 

６）運動・スポーツに取り組むことによる経営上の効果 

企業が組織として運動・スポーツに取り組むことによる経営上の効果としては、いずれも「今後、向

上することを期待している」と回答した企業が多数を占めている。その中で、「既に向上した」と回答し

た企業の割合が最も高かったのは（オ）社内でのコミュニケーション活性化にともなう新たな取組発足

であり、約 1/4 を占めている。次いで「既に向上した」という回答が多かったのが、（ウ）従業員の労働

生産性向上や、（カ）社内でのコミュニケーション活性化にともなう新たな商品、サービスの創出への貢

献であり、今後向上することへの期待も高い割合となっている。 

 

図表 40 組織として運動・スポーツに取り組むことによる経営上の効果（n=193、単一回答） 

9.3 

7.3 

15.0 

7.3 

45.6 

46.6 

58.0 

54.9 

40.4 

41.5 

25.4 

34.7 

4.1 

4.1 

1.6 

3.1 

0.5

0.5

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(ア)従業員の欠勤率減少への貢献

(イ)従業員の離職率減少への貢献

(ウ)従業員の労働生産性向上への貢献

(エ)従業員の転倒等の事故の防止への貢献

24.4 

16.6 

6.7 

56.0 

52.3 

51.8 

19.2 

25.4 

38.9 

0.5 

5.7 

2.6 

0.0

0.0

0.0

(オ)社内でのコミュニケーション活性化にとも

なう新たな取組（例：不要なコスト削減や
部門間連携向上などの生産性向上につなが
る取組など）発足への貢献

(カ)社内でのコミュニケーション活性化にとも

なう新たな商品、サービスの創出への貢献

(キ)会社として支払う医療費削減への貢献

つながったと感じており、
今後もさらにそうなることを
期待している

今後、そうなる
ことを期待している

どちらともいえない その他つながっていないし、
今後もそうならないと思う

 

 

企業規模別にみると、労働生産性向上については比較的規模が大きな企業の方が高い割合で実感され

ている。比較的規模の小さな企業では欠勤率減少なども効果として実感されている割合が高かった。 

 

図表 41 企業規模別の組織として運動・スポーツに取り組むことによる「既に向上した」経営上の効果 

 

※前頁の図表中の設問に対して、「つながったと感じており、今後もさらにそうなることを期待している」と

回答した企業の割合を企業規模別に抽出。 



 

50 

３．スポーツエールカンパニーのスポーツ実施率に関する調査 

（１）調査の概要 

令和元年度のスポーツエールカンパニー認定企業を対象として、従業員の運動・スポーツの実施状況

を把握するための調査を実施した。 

従業員個々人のスポーツ実施率を把握するために、各企業の中から 10名をランダムに選定してもらい、

調査票への回答を依頼した。運動・スポーツ実施率の把握に当っては、スポーツ庁の実施する「スポー

ツの実施状況等に関する世論調査」と同様の設問を用い、スポーツの実施状況等に関する世論調査で把

握されたスポーツ実施率と比較可能なものとした。 

対象サンプル 5,330 名（533 社×各企業担当が割り振った 10 名）のうち、3,172 名（302 社）から回答

が得られた（回収率 60%）。 

調査の概要は下図表のとおり。 

 

図表 42 調査の概要 

調査の内容 ・性別 

・年代 

・運動・スポーツの実施頻度（「スポーツの実施状況等に関する世論調査」で

例示されている運動・スポーツに該当するものを実施している頻度） 

調査の設計 調査対象  令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業の従業員 

      （認定企業 533 社に対し、各社 10 名ずつ程度の従業員に回答を 

していただくように依頼。） 

調査方法  令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業宛の ML で、 

調査票を配信・回収 

調査期間  令和 2 年 1 月 28 日（火）～2 月 10 日（月） 

回収結果 回収数   3,172 名（302 社） 

回収率   60%（5,330 名（1 社 10 名）を母数とした場合。） 
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（２）調査の結果 

令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業の従業員の週 1 日以上の運動実施率は下図表のとおり。 

いずれの性別、年代別に見ても令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業の従業員の週 1 日以上

の運動実施率が、世論調査で把握された一般の者の週 1 日以上の運動実施率を上回っている。 

スポーツエールカンパニー認定企業における様々な取組が、従業員のスポーツ実施に寄与しているこ

とが示唆される。 

 

図表 43 令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業における 

従業員の性別・年代別に見た週 1 日以上の運動実施率（%） 
 

全体 男性 女性 

世論調査 SYC 世論調査 SYC 世論調査 SYC 

10 代 70.5 ‐  75.5 ‐  65.1 ‐  

20 代 57.9 65.0 62.0 68.3 53.8 61.6 

30 代 60.5 63.9 62.3 66.5 58.6 60.7 

40 代 62.0 67.7 62.5 69.8 61.3 64.8 

50 代 66.1 70.8 63.4 69.6 69.4 72.9 

60 代 78.2 ‐ 77.3 ‐ 79.0 ‐ 

70 代 86.7 ‐ 85.9 ‐ 87.3 ‐ 

（出典）世論調査欄の「週 1 日以上の運動実施率」は、平成 30 年度「スポーツの実施状況等に関する世論調

査」（平成 31 年 1 月調査）による。 

（注）SYC 欄の「週 1 日以上の運動実施率」は、本調査で把握された令和元年度スポーツエールカンパニー認

定企業従業員の週 1 日以上の運動実施率を意味する。10 代、60 代、70 代は回収できたサンプル数が不十分だ

ったため割愛している。 

（注）調査項目については、「（参考資料１－３）平成 30 年度スポーツエールカンパニー認定企業のスポーツ

実施率に関する調査項目」を参照。 
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４．スポーツの実施による効果に関する調査のまとめ 

上記の調査を通じて、昨年度に引き続き、スポーツエールカンパニー認定企業の従業員の方々は、同

年代の方々と比較して、運動・スポーツを実施する頻度が高く、特に健康増進や社内のコミュニケーシ

ョンの活性化などの効果が見られていることがわかった。 

昨年度調査では、スポーツエールカンパニー認定企業では多忙な従業員の方々に向けて、就業前後や

空き時間を有効活用したスポーツや、就業中でも可能な範囲でからだを動かす運動機会の提供などが実

施されており、スポーツが苦手な方でも気軽に取り組むことができることが示唆された。また、特に女

性はその影響が顕著で、所属企業の取組に参加することで、「スポーツ」という言葉へのイメージの変化

や苦手意識の改善がもたらされ、そのことが運動習慣の改善に大きく寄与していた。本年度調査でも引

き続き同様の傾向が見られており、昨年度調査から得られた示唆を改めて裏付ける結果となったと思わ

れる。 

同時に、本年度調査では、企業・団体が組織として従業員の運動・スポーツ実施に取り組むことによ

って得られる効果には、企業規模や年齢層によっても違いがあることが示唆された。企業・団体の狙い

や企業特性に応じた取組を推進することで、より効果の高い取組を実施していくことが可能になると思

われる。 
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第３章 「Sport in Life」のロゴマーク等の付与に関する業務 

１．法人等による宣言の受付窓口設置、問合せ対応等 

スポーツ庁と協議の上で運営方針を定め、スポーツ実施率の向上に向けた取組の宣言を行う法人等

からの「Sport in Life」のロゴマーク等の使用申請の受付、管理（問合せ対応含む）及び付与に関する

業務を実施した。具体的には、法人等によるロゴマーク等の使用申請を週次で取りまとめて、スポー

ツ庁と事務局で共有を図り、申請内容に問題がなければ、申請から 1～2 週間程度でロゴマーク等の使

用が可能になるようにという運営方針を定め、業務を実施した。 

 

（１）申請受付窓口業務の実施 

上記のとおり、申請受付窓口を設置し、「Sport in Life」のロゴマーク等の使用申請の受付を実施した。

また、申請受付窓口においては、申請方法や申請要件などに関する問合せ対応を実施した。問合せ内

容はエクセルで一覧化し、スポーツ庁との間で随時情報共有をはかった。 

 

図表 44 問合せ内容リスト（イメージ） 

# 問合せ者 問合せ内容 問合せ日 回答内容 回答日 備考

1 A社

マークの使用申請に際して、関係団体等へSport in Lifeプロジェクトの周知を行う
ことを計画しておりまます。
掲載内容の事前確認等は必要となりますでしょうか。
（いただきましたロゴマークのデータも使用予定です。）

2019/08/07
(水) 22:53

掲載内容についての事前確認等は特に必要はありません。
ロゴマークの使用については、使用マニュアルに従っていただければと思います。

2019/08/08
(木) 20:04

2 B社
Sport in Life参画企業にご認定いただきました旨をホームページへ掲載するよう
手続き中ですが、Sport in Lifeウェブページへのリンクを貼らせていただくことは可
能でしょうか。

2019/11/15
(金) 12:00

ロゴマークからのリンクは使用規約を遵守すれば、原則可能です。
使用規約は下記をご参照ください。
http://www.mext.go.jp/sports/b_menu/about_link.htm

2019/11/15
(金) 14:56

 

 

 

（２）申請受付窓口業務の実施実績 

令和元年 7 月 1 日（月）から令和 2 年 1 月まで、「Sport in Life」のロゴマーク等の使用申請の受付を

実施し、合計 332 団体にロゴマーク等の付与を実施した。 

また、令和 2 年 2 月 7 日（金）からロゴマーク等の使用申請に代わって、コンソーシアムの加盟申

請の受付を開始した（後述のとおり。）。 

 

 

 

 

イメージ 



 

54 

２．コンソーシアムの構築と運営 

（１）規約作成、活動報告書様式作成支援 

令和 2 年 2 月 7 日（金）からの「Sport in Life コンソーシアム」の立ち上げに向けて、「Sport in Life

コンソーシアム規約」の作成、及び「活動報告書様式」の作成支援を行った。 

 

図表 45  Sport in Life コンソーシアム規約 
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図表 46 活動報告書の作成例 

活動の名称 活動類型 活動の実施内容 活動の実施結果 新たなスポーツ実施者獲得への寄与

1
新規会員入会

費0円企画
スポーツ関連団体・クラブにおけるスポーツ実施者
獲得

（例）
●●では、会員数増大に向けて、～を実施した。

（例）
新規獲得会員　●●人

（例）
新規会員の●●人が新たに週1回以上のスポーツ
習慣を身に着けた/身に着けたい意向を示した。

2
歩数アップキャ

ンペーン
スポーツ関連サービス（アプリなど）、スポーツ用具
を活用したスポーツ実施者獲得

（例）
●●では、当社が開発したウォーキングアプリの利
用者拡大を通じて、利用者の「歩く」ことを推進する
ために、～を実施した。

（例）
アプリ利用者数　●●人

（例）
アプリ利用者の●●人が新たに週1回以上のス
ポーツ習慣を身に着けた/身に着けたい意向を示し
た。

3
オリンピアン・パ
ラリンピアンのス

ポーツ教室

スポーツ関連イベント（教室など）を通じたスポーツ
実施者の獲得

（例）
●●では、働く女性向けに週1回程度のスポーツ機
会を提供するために、××の頻度で、▲▲の期間、
～を実施した。

（例）
イベント参加者数　●●人

（例）
イベント参加者の●●人が新たに週1回以上のス
ポーツ習慣を身に着けた/身に着けたい意向を示し
た。

4 指導者講習会
スポーツ指導者の育成を通じたスポーツ実施者の
獲得

（例）
●●協会では、××向けのスポーツ指導者の増加
（及び既存指導者のスキルアップ）に向け、▲▲人
を対象に、～を実施した。

（例）
育成した指導者が指導に携わった人数　●
●人

（例）
指導を受けた人の●●人が新たに週1回以上のス
ポーツ習慣を身に着けた/身に着けたい意向を示し
た。

5
WEBマガジン発

行企画
スポーツ関連のメディア媒体を活用したスポーツ実
施者の獲得

（例）
●●広告では、オフィスでもできるスポーツの情報
発信のために、～を実施した。

（例）
購読数（購買数、メディアアクセス者数）　●
●人

（例）
購読者の●●人が新たに週1回以上のスポーツ習
慣を身に着けた/身に着けたい意向を示した。

6
朝活スポーツ推

進運動
従業員におけるスポーツ実施者の獲得

（例）
●●社では、従業員が行うスポーツ活動の支援や
促進に向け、～を実施した。

（例）
プログラムに参加した従業員数　●●人

（例）
参加した従業員の●●人が新たに週1回以上のス
ポーツ習慣を身に着けた/身に着けたい意向を示し
た。

7
スポーツ推進計

画
エリア単位でのスポーツ実施者の獲得

（例）
●●市では、スポーツ実施率●●%を目指して、ス
ポーツ推進計画の下で、～を実施した。

（例）
スポーツ実施率の上昇　●●%

（例）
地域住民の●●人が新たに週1回以上のスポーツ
習慣を身に着ける/身に着けたい意向を示した。

8
障害者スポーツ
フェスティバル

健康・福祉の一環とした継続的なスポーツ実施者の
獲得

（例）
●●会では、障害者などのスポーツを通じた健康維
持・機能回復などを目的に、▲▲を提供した。

（例）
プログラムの参加者数　●●人

（例）
プログラム参加者の●●人が新たに週1回以上の
スポーツ習慣を身に付けた/身に付けたい意向を示
した。

9
子供の運動習
慣向上事業

子供向けの運動・スポーツ時間の拡大

（例）
●●会社では、子供の運動・スポーツ時間の拡大
に向けて、▲▲を実施した。

（例）
参加者数　●●人

（例）
参加者の●●人が新たに運動・スポーツが好きに
なる/1日の平均運動・スポーツの実施時間が増え
た/増やしたい意向を示した。

10 その他

活動報告書の作成例

 

 

図表 47 活動報告書に示されたスポーツ実施者獲得への寄与に関する調査票 

調査票（案）（成人）（継続型）

（事業名を記載）

（性別）
①男性
②女性
③答えたくない。

（年齢）
①20代
②30代
③40代
④50代
⑤60代
⑥70代以上
⑦答えたくない。

①週に1回以上の頻度で運動・スポーツを実施していた。
②週に1回未満の頻度であるが定期的に運動・スポーツを実施していた。
③不定期ではあるが、年に数回程度は運動・スポーツを実施していた。
④運動・スポーツを全く実施していなかった。

①週に1回以上の頻度で運動・スポーツを実施している。
②週に1回未満の頻度であるが定期的に運動・スポーツを実施している。
③不定期ではあるが、年に数回は運動・スポーツを実施している。
④運動・スポーツを全く実施していない。

①週1日以上、運動・スポーツを実施したいという意欲を持つようになった。
②週1日までは難しくても、定期的に運動・スポーツを実施したいという意欲を持つようになった。
③定期的には難しいが、機会があれば運動・スポーツを実施したいという意欲を持つようになった。
④運動・スポーツを実施したいという意欲は持っていない（機会があっても実施したいとは思わない。）

⑤その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q-1　あなたが参加した事業を回答してください。

Q-2　あなたの年齢・性別を教えてください。

Q-3　この事業に参加する前の運動・スポーツの実施状況について教えてください。

Q-4　この事業に参加した後の運動・スポーツの実施状況について教えてください。

Q-5　現在定期的に運動・スポーツを実施していない方（Q-4で②～④と回答した方）にお伺いします。この事業に参加した後の運
動・スポーツへの意欲の変化について教えてください（まだ実施に至っていなくても構いませんので、運動・スポーツ実施への意欲
について教えてください。）。
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（２）加盟受付窓口業務の実施 

上記のとおり、令和 2 月 7 日（金）からロゴマーク等の使用申請に代わって、コンソーシアムの加

盟申請の受付を実施した。申請受付窓口においては、申請方法や申請要件などに関する問合せ対応を

実施した。問合せ内容については、上記同様にエクセルで一覧化し、スポーツ庁との間で随時情報共

有をはかった。 

 

 

（３）加盟受付窓口業務の実施実績 

また、令和 2 年 2 月 7 日（金）からロゴマーク等の使用申請に代わって、コンソーシアムの加盟申

請の受付を実施することとなり、令和 2 年 3 月 27 日までに、中央幹事会の構成員を含め、162 団体の

加盟申請を受理した。 
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第４章 制度の認知拡大のための広報・普及啓発やスポーツ実施の機運醸成及び法人等が行

うスポーツ実施に向けた活動の支援に関する業務 

１．認知拡大のための広報・普及啓発 

（１）「Sport in Life」ホームページの制作 

「Sport in Life」のロゴマーク等の使用申請（令和 2 年 2 月 7 日（金）からはコンソーシアムの加盟申

請）の受付業務の実施、及び「Sport in Life」ロゴマーク等の活用等によるスポーツ実施の機運醸成を図

るための広報・普及活動として、「Sport in Life」のホームページを制作した。 

ホームページの構成は下記のとおり。 

 

図表 48 「Sport in Life」ホームページの構成 

項目 掲載内容の概要 

トップページ（活動趣旨、入

会方法） 

・ 「Sport in Life」プロジェクトの趣旨の説明 

・ 「Sport in Life」のロゴマーク等の使用申請方法（令和 2 月 7 日（金）

からは Sport in Life コンソーシアムへの加盟申請方法）の掲載。 

スポーツ庁長官メッセージ ・ スポーツ庁長官からのメッセージを掲載。 

Sport in Life コンソーシアム ・ Sport in Life コンソーシアムの趣旨、加盟要件、中央幹事会につい

ての説明などを掲載。 

参画団体一覧 ・ 「Sport in Life」のロゴマーク等の付与を受けた賛同団体、コンソ

ーシアム加盟団体の一覧を掲載。 

・ 希望に応じて各団体の取組概要を掲載。 

 

 

なお、「Sport in Life」ホームページの各ページの概要は次ページ以降に掲載するとおり。 
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図表 49 トップページ（活動趣旨、入会方法）のイメージ 
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図表 50 スポーツ庁長官メッセージのイメージ 
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図表 51 Sport in Life コンソーシアムのイメージ 
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図表 52 参画団体一覧（一部抜粋）のイメージ 

 

 



 

63 

（２）地方自治体への広報・普及啓発の強化 

平成 30 年度スポーツエールカンパニー認定企業は、東京都など一部の都道府県に集中しており、ス

ポーツエールカンパニーの認定を受けている企業が所在しているのは 20 都府県に留まっていた。 

特に、スポーツエールカンパニー認定企業の立地が薄い地域への浸透を図るために、スポーツエー

ルカンパニー認定制度との親和性が高いと思われる、健康経営に取り組む企業の認定制度等を有する

地方自治体（まずは都道府県）を対象として、スポーツエールカンパニー認定制度の周知を依頼し、

いくつかの自治体にご協力いただいた（メーリングリスト等でご周知いただいた）。 

結果的に、本年度はスポーツエールカンパニーの認定を受けた企業が所在している自治体が 36 都道

府県へと拡大し、取組への認知の地域的な広がりが拡大したと思われる。 
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２．好事例の全国的な展開 

（１）スポーツエールカンパニープレスリリースでの紹介 

令和元年度「スポーツエールカンパニー」認定企業決定のプレスリリース（令和元年 12 月 23 日発出）

に当たり、好事例 4 社を選定し、各社のご協力の下で、「認定企業の主な取組例」としてとりまとめを行

った。 

 

図表 53 令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業の主な取組例 

◆東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社（東京都中央区） 

アスリート社員を「ウェルビーイング大使」に任命し、大使主催の従業員

向けイベント等で健康・運動に関する改善策の提案・指導を実施。クラブ

活動の支援、親子運動の機会提供、階段移動やスタンディングワークの推

奨など、日常的な運動機会の増加にも取り組んでいる。  

◆ブリヂストンスポーツ株式会社（東京都港区） 

従業員へのスポーツを通じた健康づくり機会の提供のため、年間 3 日間の

スポーツ休暇制度を導入。また、バランスボールを椅子にした「健康的な

会議室」やコンディショニングスペースの設置、社内でのボッチャ体験会

の開催など、社内でスポーツに取り組める環境も整備している。 
 

◆株式会社カスタマーリレーションテレマーケティング（大阪府大阪市） 

従業員の心身の健康管理の向上に取り組む「ホワイトプロジェクト 2019」

の中で、チーム対抗ウォーキング大会（携帯電話を使った歩数イベント）

や社内運動会の開催、外部講師によるストレッチやヨガのセミナーや業務

時間中のストレッチ時間の設置等、多様な施策を展開している。  

◆株式会社高知銀行（高知県高知市） 

おもてなし文化の体験を通じて地域貢献の大切さを学ぶことや、運動機会作

りを目的に、本店から四国八十八ヶ所霊場の一つまでの約 6km を清掃しな

がらウォーキングする「お遍路ウォーキング」を実施。よさこい祭りや高知

龍馬マラソンへの出場、職員も参加しての子供サッカー教室も開催。  
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（２）Sport in Life コンソーシアム設立総会、スポーツエールカンパニーシンポジウムの企画 

１）Sport in Life コンソーシアム設立総会 

Sport in Life コンソーシアムの設立に当たり、コンソーシアム、中央幹事会のご紹介、コンソーシアム

加盟団体を対象とした次年度事業の案内等を目的とした設立総会の開催を企画した。 

ただし、今般の新型コロナウイルス感染拡大の状況等を踏まえ、開催を延期することとした。 

 

図表 54  Sport in Life コンソーシアム設立総会の企画概要 

項目 概要 

タイトル Sport in Life コンソーシアム設立総会 

開催場所 
国立オリンピック記念青少年総合センター カルチャー棟 小ホール 

（東京都渋谷区代々木神園町 3-1） 

予定日時 2020 年 3 月 6 日（金） 11:00～12:00 

参加者数

（定員） 
上限 300 名 

プログラム 

１．開会挨拶 

２．「Sport in Life コンソーシアム始動～東京大会後に目指す社会へのメッセ―ジ～」 

スポーツ庁長官 鈴木大地 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会アスリート委員会委員 

池田信太郎（バドミントン）、齋藤里香（ウェイトリフティング） 

３．令和 2 年度 Sport in Life コンソーシアムの活動について 

４．中央幹事会の紹介、フォトセッション等 

５．閉会 
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２）スポーツエールカンパニーシンポジウム 

スポーツエールカンパニー認定企業の好事例を紹介し、効果的な横展開を促すために、シンポジウム

の開催を企画し、参加者の募集を実施した。シンポジウムの企画内容は下図表のとおり。 

ただし、今般の新型コロナウイルス感染拡大の状況等を踏まえ、開催を中止することとした。 

なお、シンポジウム時に使用予定だった講演資料については、別途スポーツ庁ホームページ上で公開

することとした。 

 

図表 55 シンポジウムの企画概要 

項目 概要 

タイトル スポーツエールカンパニーシンポジウム～スポーツによる企業活力の向上を考える～ 

開催場所 
国立オリンピック記念青少年総合センター カルチャー棟 小ホール 

（東京都渋谷区代々木神園町 3-1） 

予定日時 2020 年 3 月 6 日（金） 13:30～16:00 

参加者数

（定員） 
上限 300 名 

プログラム 

第１部 開会･基調講演 

１．主催者挨拶／施策説明「2020 年東京大会を契機とした Sport in Life の推進」 

 スポーツ庁健康スポーツ課課長 安達栄氏 

２．施策説明「健康づくりのための 身体活動・運動分野の取組（仮）」 

 厚生労働省健康局健康課 課長補佐 金子堅太郎氏 

３．基調講演「企業がスポーツ推進に取組むことで得られるメリット（仮）」  

立教大学コミュニティ福祉学部教授 松尾哲矢氏 

４．情報提供「スポーツエールカンパニーの取組効果分析」 

 株式会社日本総合研究所 

第２部 スポーツエールカンパニー取組事例のご紹介 

１．取組紹介「企業としての取組の狙いと成果」 

 ○ 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 

○ ブリヂストンスポーツ株式会社 

○ 株式会社高知銀行 

２．スポーツエールカンパニー認定委員会委員による講評 

 順天堂大学スポーツ健康科学部スポーツマネジメント学科先任准教授 水野基樹氏 

健康経営会議実行委員会事務局長（株式会社ルネサンス健康経営企画部部長） 樋口毅氏 

３．閉会の挨拶 

  スポーツ庁健康スポーツ課 
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（３）「Sport in Life」ホームページへの賛同団体の事例概要の掲載 

１）フォーマット作成 

Sport in Life の趣旨に賛同する団体の取組の周知・普及のために、事例概要の掲載希望団体を募り、ホ

ームページにそれらの団体から提出された事例概要の掲載を行った。 

取組事例の事例概要掲載希望団体の募集に当たり、事例概要フォーマット、事例作成要領を作成した。

事例概要フォーマット、事例作成要領は以下のとおり。 

 

図表 56  事例作成要領 
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図表 57  事例概要フォーマット 

団体概要

団体名 A社

団体種別 ④民間企業等

所在地 ●●県●●市●● △丁目△−△

スポーツ実施率の向上に向けた取組宣言

宣言 A社は ～ に取り組むことを宣言します。

宣言内容の実施状況

上記の宣言に基づき、A社では ～ を実施しています。
（取組内容の詳細を記載）

ロゴマークの使用状況

上記の取組の中で、右記のように活用しています。
（ロゴマークの具体的な利活用方法を記載） ロゴを活用したポスター、チラシなど

取組に関する写真、画像など
（掲載可能なもの）

自由記述欄
（ご自由にご記載ください。）メッセージ

フォーマット

 

 

 

２）事例概要掲載実績 

上記の事例概要フォーマットを活用して、令和 2 年 3 月 27 日までに、23 団体の事例概要を Sport in Life

のホームページ上に掲載した。参画団体一覧のページ上に PDF ファイルで掲載している（参画団体一覧

の企業名の右側に「PDF」マークが付された団体）。 
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第５章 本調査の成果と課題 

１．スポーツエールカンパニー認定制度について 

令和元年度スポーツエールカンパニーとして認定された企業は 533 社であり、平成 30 年度認定企業

347 社の約 1.5 倍の増加となり、スポーツエールカンパニー認定制度の普及がさらに進んだ。 

認定企業の所在地も、昨年度は東京都など一部の都道府県に集中しており、スポーツエールカンパ

ニーの認定を受けている企業が所在しているのは 20 都府県に留まっていたが、本年度はスポーツエー

ルカンパニーの認定を受けた企業が所在している自治体が 36 都道府県へと拡大し、地域的な広がりも

拡大した。 

また、昨年度に引き続き、スポーツエールカンパニー認定企業へのアンケート調査を実施したところ、

昨年度同様、いずれの性別、年代別に見ても令和元年度スポーツエールカンパニー認定企業の従業員の

週 1 日以上の運動実施率が、世論調査で把握された一般の者の週 1 日以上の運動実施率を上回っている

という結果が得られた。スポーツエールカンパニー認定企業における様々な取組が、従業員のスポーツ

実施に寄与していることが示唆された。 

また、昨年度同様に、スポーツエールカンパニーにおける取組を通じて、スポーツが苦手な方でも気

軽にスポーツに取り組むことができる効果が見られることが示唆され、女性を中心に、スポーツエール

カンパニーでの取組に参加することで、「スポーツ」という言葉へのイメージの変化や苦手意識の改善が

もたらされ、そのことが運動習慣の改善に大きく寄与しているという結果が得られた。 

加えて、本年度調査では、企業・団体が組織として従業員の運動・スポーツ実施に取り組むことによ

って得られる効果には、企業規模や年齢層によっても違いがあることが示唆された。企業・団体の狙い

や企業特性に応じた取組を推進することで、より効果の高い取組を実施していくことが可能になると思

われる。 

今後も企業・団体において、就業前後や空き時間を有効活用したスポーツや、就業中でも可能な範囲

でからだを動かす運動機会の提供など、スポーツが苦手な方でも気軽に取り組むことができる取組を進

めることによって、従業員のスポーツ実施に寄与することに加えて、企業・団体も経営上等の様々な効

果を獲得していくことが可能であると思われる。 
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２．Sport in Lifeプロジェクトについて 

本年度の Sport in Life プロジェクトにおいては、令和元年 7 月 1 日（月）から令和 2 年 1 月まで、「Sport 

in Life」のロゴマーク等の使用申請の受付を実施し、合計 332 団体にロゴマーク等の付与を実施した。

また、令和 2 年 2 月 7 日（金）からロゴマーク等の使用申請に代わって、Sport in Life コンソーシアム

の加盟申請の受付を実施することとなり、令和 2 年 3 月 27 日までに、中央幹事会の構成員を含め、162

団体の加盟申請を受理した。 

Sport in Life プロジェクトは本年度 7 月に開始されたものであり、まずはプロジェクトの認知度向上

を図ることを主眼に事業を実施したが、ロゴマーク等の付与団体、Sport in Life コンソーシアム加盟団

体を合わせ、合計 383 団体（いずれにも申請した団体の重複分を除く）からの申請を受理することと

なり、一定程度の認知が進んだと認識している。 

また、上記の団体の中から自団体の取組事例を募集したところ、令和 2 年 3 月 27 日までに、23 団体

から事例概要の提出があり、Sport in Life のホームページ上に掲載した。取組事例、取組ノウハウの蓄

積も一定程度進んだと思われる。 

次年度以降は、これらの蓄積を生かすことで、来年度から本格的な活動が開始される Sport in Life コ

ンソーシアムにおける活動を活発化し、スポーツを行うことが生活習慣の一部にというコンセプトの

普及を進め、スポーツに取り組む企業・団体、個人がさらに拡大していくことが期待される。 
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